
は
じ
め
に

今
年
の
４
月
よ
り
、
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ

の
検
索
画
面
は
、
パ
ス
テ
ル
カ
ラ
ー

に
な
り
、
従
来
よ
り
も
優
し
い
感
じ

に
な
り
ま
し
た
。

そ
こ
で
、【
税
区
分
】
相
続
税
、【
検

索
範
囲
】
判
決
・
裁
決
、【
キ
ー
ワ
ー

ド
】債
務
控
除
で
、検
索
し
ま
す
と
、

検
索
結
果
１
６
３
件
と
表
示
さ
れ
ま

す
。今

回
は
、
そ
の
中
か
ら
、
制
限
納

税
義
務
者
の
債
務
控
除
と
「
確
実
な

債
務
」
に
関
す
る
判
決
・
裁
決
を
ご

紹
介
し
ま
す
。

１
�
債
務
控
除
の
範
囲

被
相
続
人
の
債
務
で
、
相
続
開
始

の
際
現
に
存
す
る
も
の
の
う
ち
、
相

続
人
等
の
負
担
部
分
の
金
額
は
、
相

続
税
の
課
税
価
格
か
ら
控
除
さ
れ
ま

す
（
相
法
１３
①
）。こ
の
債
務
控
除
の

対
象
と
な
る
債
務
は
、「
確
実
な
債

務
」
に
限
ら
れ
ま
す
（
相
法
１４
①
）。

ま
た
、
い
わ
ゆ
る
制
限
納
税
義
務

者
（
相
法
１
の
３
三
）
の
債
務
控
除

の
対
象
と
な
る
債
務
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
被
相
続
人
の
債
務
で
、
相

続
人
等
の
負
担
部
分
の
金
額
に
限
ら

れ
ま
す
（
相
法
１３
②
）。

一

取
得
し
た
国
内
財
産
に
係
る
租

税
公
課

二

取
得
し
た
国
内
財
産
を
目
的
と

す
る
留
置
権
、
特
別
の
先
取
特

権
、
質
権
、
又
は
抵
当
権
で
担
保

さ
れ
る
債
務

三

前
二
号
の
ほ
か
、
取
得
し
た
国

内
財
産
の
取
得
、
維
持
又
は
管
理

の
た
め
に
生
じ
た
債
務

四

取
得
し
た
国
内
財
産
に
関
す
る

贈
与
の
義
務

五

前
各
号
の
ほ
か
、
被
相
続
人
が

死
亡
の
際
、
法
施
行
地
に
営
業
所

又
は
事
業
所
を
有
し
て
い
た
場
合

に
お
い
て
は
、
そ
の
営
業
所
又
は

事
業
所
に
係
る
営
業
上
又
は
事
業

上
の
債
務

２
�
仮
押
え
が
さ
れ
て
い

る
不
動
産
の
相
続
と
債

務
控
除

昨
年
、
相
続
税
法
１３
条
２
項
の
各

列
挙
事
由
に
該
当
す
る
債
務
か
否
か

を
判
断
し
た
判
決
が
、
初
め
て
出
さ

れ
ま
し
た
。

平
２２
・
７
・
２
東
京
地
裁

（
棄
却
）

Ｚ
８
８
８－
１
５
８
２

平
２２
・
１２
・
１６
東
京
高
裁

（
棄
却
）（
上
告
）

Ｚ
８
８
８－

１
５
８
３

〈
事
案
の
概
要
〉

こ
の
事
案
は
、
制
限
納
税
義
務
者

で
あ
る
甲
（
原
告
・
控
訴
人
）
が
、

父
親
（
亡
乙
）の
相
続
税
申
告
の
際
、

損
害
賠
償
債
務
を
債
務
控
除
の
対
象

と
し
た
と
こ
ろ
、
所
轄
税
務
署
長

が
、
債
務
控
除
の
対
象
と
は
な
ら
な

い
と
し
て
更
正
処
分
等
を
行
っ
た
た

め
争
わ
れ
た
も
の
で
す
。

な
お
、
甲
が
亡
乙
の
相
続
に
よ
り

取
得
し
た
国
内
不
動
産
に
は
、
Ａ
社

の
管
財
人
に
よ
っ
て
、
同
社
の
代
表

取
締
役
で
あ
っ
た
亡
乙
に
対
す
る
損

害
賠
償
請
求
権
の
執
行
を
保
全
す
る

た
め
に
仮
差
押
え
（
会
社
更
生
法

９９
）
が
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

〈
裁
判
所
の
判
断
〉

甲
は
、
損
害
賠
償
債
務
に
つ
い

て
、
相
続
税
法
１３
条
２
項
二
号
、
三

号
又
は
五
号
に
該
当
し
、
債
務
控
除

の
対
象
と
な
る
旨
を
主
張
し
ま
し
た

が
、
裁
判
所
で
は
、
次
の
と
お
り
、

債
務
控
除
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
と

判
断
し
ま
し
た
。

①

制
限
納
税
義
務
者
の
債
務
控
除

の
趣
旨

相
続
税
法
１３
条
２
項
の
趣
旨
は
、

同
法
が
制
限
納
税
義
務
者
の
課
税
財

産
を
同
法
施
行
地
に
あ
る
国
内
財
産

に
限
定
し
た
（
相
法
２
②
）
こ
と
に

対
応
し
て
、
そ
の
差
し
引
く
べ
き
債

務
も
ま
た
国
内
財
産
に
関
す
る
も
の

で
、
そ
の
者
が
支
払
う
べ
き
も
の
の

み
に
限
定
す
る
と
い
う
点
に
あ
る
。

②

相
法
１３
条
２
項
二
号

相
続
税
法
１３
条
２
項
二
号
に
よ
っ

て
控
除
さ
れ
る
債
務
は
、
国
内
財
産

を
直
接
の
目
的
と
す
る
担
保
物
権
で

担
保
さ
れ
た
債
務
に
限
定
さ
れ
て
い

る
。債

務
者
の
総
財
産
を
責
任
財
産
と

す
る
一
般
債
務
は
、
そ
れ
を
被
担
保

債
権
と
す
る
不
動
産
の
仮
差
押
え
が

さ
れ
た
と
し
て
も
、
そ
の
債
務
弁
済

の
有
無
と
財
産
の
所
有
権
の
保
持
、

喪
失
と
の
関
係
は
担
保
権
で
担
保
さ

れ
る
債
務
と
不
動
産
と
の
関
係
に
お

け
る
よ
う
な
密
接
な
も
の
で
は
な
い

か
ら
、
国
内
財
産
に
関
す
る
債
務
と

は
い
え
な
い
。

そ
う
す
る
と
、
相
続
税
法
１３
条
２

項
の
趣
旨
や
同
項
が
控
除
さ
れ
る
債

務
を
限
定
列
挙
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
仮
差
押
え
が
さ
れ
た
場
合
に
お

け
る
被
保
全
債
権
に
係
る
債
務
（
本

件
損
害
賠
償
債
務
）
は
、
同
項
二
号

に
該
当
し
な
い
と
解
さ
れ
る
。

③

相
法
１３
条
２
項
三
号

本
件
損
害
賠
償
債
務
は
、
本
件
不

動
産
と
は
無
関
係
に
生
じ
た
も
の
で

あ
り
、
本
件
不
動
産
に
関
し
て
生
じ

た
費
用
と
し
て
の
性
質
を
有
す
る
も

の
で
は
な
い
か
ら
、
亡
乙
が
そ
れ
ら

国
内
財
産
を
取
得
す
る
た
め
、
又
は

維
持
・
管
理
す
る
た
め
に
生
じ
た
債

務
と
は
い
え
な
い
。

④

相
法
１３
条
２
項
五
号

本
件
損
害
賠
償
債
務
は
亡
乙
の
Ａ

社
に
対
す
る
代
表
取
締
役
と
し
て
の

損
害
賠
償
責
任
に
基
づ
く
も
の
で
あ

る
か
ら
、
被
相
続
人
の
営
業
上
又
は

事
業
上
の
債
務
に
は
該
当
し
な
い
。

３
�「
確
実
な
債
務
」の

判
断

�

生
前
贈
与
に
係
る
贈
与
税

平
４
・
２
・
６
東
京
高
裁

（
全
部
取
消
し
）（
確
定
）

Ｚ
１
８
８－

６
８
４
２

こ
の
事
案
で
は
、
被
相
続
人
が
、

孫
及
び
会
社
の
従
業
員
に
行
っ
た
生

前
贈
与
に
係
る
贈
与
税
が
、
債
務
控

除
の
対
象
と
な
る
か
否
か
が
争
わ
れ

ま
し
た
。

東
京
高
裁
で
は
、
次
の
「
確
実
な

債
務
」
の
認
定
基
準
に
沿
っ
て
、
被

相
続
人
が
贈
与
税
を
実
質
負
担
す
る

と
い
う
合
意
が
成
立
し
て
い
た
こ

と
、
相
続
開
始
後
、
贈
与
税
相
当
額

が
被
相
続
人
の
口
座
か
ら
相
続
人
に

よ
っ
て
引
き
出
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、

贈
与
税
は
、
債
務
控
除
の
対
象
と
な

る
と
し
て
、
納
税
者
勝
訴
の
判
決
を

言
い
渡
し
ま
し
た
。

①

「
書
面
に
よ
ら
な
い
贈
与
」
と

い
う
だ
け
で
、
債
務
控
除
の
対
象

に
な
ら
な
い
と
解
す
べ
き
で
は
な

く
、
相
続
開
始
時
点
に
お
い
て
、

相
続
人
に
よ
っ
て
取
消
権
が
行
使

さ
れ
ず
に
履
行
さ
れ
る
こ
と
が
確

実
と
認
定
で
き
る
か
否
か
が
問
題

と
な
る
。

②

こ
の
認
定
は
、
相
続
開
始
後
に

お
け
る
状
況
、
特
に
相
続
人
に
よ

っ
て
現
実
に
そ
の
債
務
の
履
行
が

さ
れ
た
か
否
か
は
、
相
続
開
始
時

点
に
お
い
て
債
務
の
履
行
が
確
実

と
認
め
ら
れ
る
か
否
か
の
認
定
に

お
い
て
も
斟
酌
さ
れ
る
べ
き
で
あ

る
。

�

見
積
埋
戻
費
用

平
１８
・
３
・
１０
非
公
開
裁
決

（
一
部
取
消
し
）

Ｊ
０－

３－

１
６
２

こ
の
事
案
は
、
出
資
の
評
価
に
当

た
り
、
純
資
産
価
額
の
計
算
上
、
岩

石
等
の
採
掘
跡
地
の
埋
戻
費
用
を
負

債
と
し
て
資
産
の
金
額
か
ら
控
除
で

き
る
か
否
か
が
争
わ
れ
た
事
案
で

す
。不

服
審
判
所
で
は
、
次
の
よ
う
に

判
断
し
、
本
件
埋
戻
費
用
は
、
事
後

的
費
用
で
見
積
計
上
で
あ
る
か
ら
、

「
確
実
な
債
務
」
に
当
た
ら
な
い
と

し
た
原
処
分
庁
の
主
張
を
斥
け
ま
し

た
。

①

出
資
の
評
価
に
当
た
っ
て
も
、

相
続
税
法
１３
条
、
１４
条
に
規
定
す

る
債
務
に
つ
い
て
は
、
債
務
が
存

在
す
る
こ
と
、
相
続
開
始
時
に
お

け
る
債
務
の
確
実
性
と
そ
の
評
価

額
（
具
体
的
な
負
担
時
期
と
金
額

等
）
を
確
定
し
て
い
く
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。

②

こ
の
場
合
、
債
務
者
の
履
行
義

務
が
法
律
的
に
強
制
さ
れ
て
い
る

債
務
に
限
ら
ず
、
社
会
生
活
上
、

営
業
継
続
上
又
は
債
権
債
務
の
成

立
に
至
る
経
緯
等
に
よ
り
、
事
実

的
、
道
義
的
に
履
行
が
義
務
づ
け

ら
れ
、
履
行
す
る
確
率
性
の
高
い

債
務
も
、
債
務
の
存
在
の
み
な
ら

ず
、
履
行
の
確
実
と
認
め
ら
れ
る

債
務
か
否
か
、
債
務
の
内
容
を

個
々
に
判
断
す
る
こ
と
に
な
る
。

③

本
件
埋
戻
費
用
は
、
債
務
の
存

在
と
履
行
の
確
実
性
の
観
点
か

ら
、
相
続
税
法
上
の
「
確
実
な
債

務
」
で
あ
る
か
ら
、
純
資
産
価
額

の
計
算
上
の
負
債
と
し
て
資
産
の

金
額
か
ら
控
除
す
べ
き
債
務
と
認

め
ら
れ
る
。

お
わ
り
に

ご
紹
介
し
た
判
決
・
裁
決
を
Ｔ
Ａ

Ｉ
Ｎ
Ｓ
で
検
索
す
る
場
合
の
キ
ー
ワ

ー
ド
は
、「
債
務
控
除
」「
制
限
納
税
義

務
者
」「
確
実
な
債
務
」「
贈
与
税
」「
埋

戻
費
用
」
で
す
。

相
続
税
法
上
の「
控
除
す
べ
き
債
務
」と
は
？

―
制
限
納
税
義
務
者
の
債
務
控
除
を
中
心
に
―

依
田

孝
子
〔
大
森
〕

収
録
内
容
に
関
す
る
お
問
合
せ

は
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
編
集
室
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